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【概算要求の基本方針】
国土強靱化については、「経済財政運営と改革の基本方針2026」（令和８年７月21日閣議決定）において、「激甚化・頻発化す

る自然災害やインフラ老朽化等の危機から、現在と未来の国民の生命・財産を守り抜き、強い経済を下支えするため、令和の国
土強靱化対策を断行する。「国土強靱化基本計画」が示す基本的方針等を踏まえ、「国土強靱化実施中期計画」及び「国土強靱
化年次計画 2026」に基づく施策を『「強く豊かな日本」投資枠』を活用して推進し、テクノロジーを駆使してハード・ソフト両面の対
策を強化する。」こととされている。
このため、関係府省庁は、国土強靱化関係予算について、国土強靱化基本計画及び実施中期計画にのっとり、『「強く豊かな

日本」投資枠』も活用して、必要・十分な予算を確保し、ハード・ソフト一体となった取組を強力に推進するため、メリハリをつけた
要求を行う。
このうち、 国土強靱化実施中期計画の推進が特に必要となる施策に係る予算については、「今後の資材価格・人件費高騰等

の影響については予算編成過程で適切に反映する」、「各年度における取扱いについても、予算編成過程で検討することとし、今
後の災害の発生状況や事業の進捗状況、経済情勢・財政事情等を踏まえ、機動的・弾力的に対応する。」等とした趣旨に沿って、
適切に対応する。

１．令和９年度国土強靱化関係予算概算要求のポイント

（国費、単位：億円）
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令和９年度
概算要求額（A）

（参考）令和８年度
予算額（B）

（参考）
（A）／（B）

備 考

国土強靱化
関係予算

81,827
（うち公共事業関係費）

56,891

上記のほか、実施中期計画（推進が特に
必要となる施策）関係予算等については、
『「強く豊かな日本」投資枠』も活用した事
項要求を行っている。

53,510
（うち公共事業関係費）

 41,106

※令和7年度補正予算額
25,095

1.53
（うち公共事業関係費）

1.38
（参考）
実施中期計画（特に推進が必要となる施策）
おおむね２０兆円強程度（５年間の事業規模総額）



２．府省庁別概算要求の概要

●国土強靱化に係る取組を着実に進めるための関係府省庁の概算要求の概要は以下の通り。
●中長期的な見通しに基づき計画的な実施に必要な経費として所要額を計上している他、事項要求している府省庁（※）もある。

2

（国費、単位：百万円）

地震対策・土砂災害対策・水害対策・火山災害対策等の推進、防災DXの

推進、被災者支援体制の強化、社会全体としての事業継続体制の構築推

進、実践的な防災行動定着に向けた国民運動の推進、防災を担う人材の育

成・訓練の充実、国際防災協力の推進及び防災産業の海外展開、実用準

天頂衛星システムの開発・整備・運用の推進、災害時等における船舶を活用

した医療提供体制の整備の推進

137,687 23,719 5.80

地方創生の推進のための基盤整備、SIP第3期課題「スマートインフラマネジメ

ントシステムの構築」及びSIP第3期課題「スマート防災ネットワークの構築」に関

する研究開発

地域未来交付金200,000の内数、地域再生計画認定等経費52の内

数、科学技術イノベーション創造推進費169,026の内数

地域未来交付金160,000の内数、地域再生計画認定等経費44の内

数、科学技術イノベーション創造推進費59,450の内数

宮内庁
陵墓等（全国460 か所）について、災害危険性や老朽化の状況等に関する

調査を進めるとともに、早急に対策が必要な防災整備及び老朽化対策を推進
374 128 2.93

信号機電源付加装置等の交通安全施設等の整備、老朽化した信号機や道

路標識・道路標示等の交通安全施設等の更新、交通情報収集・提供・活用

のためのシステムの整備・運用、警察用車両等の整備、警察施設の耐災害性

の強化、警察情報通信設備等の更新整備

112,834 26,332 4.29

機動警察通信隊の対処能力の更なる向上 警察通信維持費10,451の内数 警察通信維持費 7,068の内数

府省庁名 主な実施内容
令和９年度概算要求（A） 令和８年度当初予算（B)

（参考）

（A)／（B)

その他予算額が特定できない施策関係

 内閣府

(※)

 警察庁

＊

＊

＊

＊

(24,534)

(22)

(11,457)

(参考：令和７年度補正予算)
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（国費、単位：百万円）

児童福祉施設等の災害時に情報共有するシステムの運用 265 96 2.76

就学前教育・保育施設及び児童福祉施設等の耐震化整備等の促進、就学

前教育・保育施設及び児童福祉施設等の倒壊の危険性があるブロック塀の改

修等の促進、就学前教育・保育施設及び児童福祉施設等の非常用自家発

電設備等の整備の促進、就学前教育・保育施設及び児童福祉施設等の水

害対策の促進

就学前教育・保育施設整備交付金（82,036＋事項要求）の内数、

次世代育成支援対策施設整備交付金（17,017＋事項要求）の内

数

就学前教育・保育施設整備交付金22,932の内数、次世代育成支援

対策施設整備交付金6,652の内数

0 0 ―

マイナンバーカードを活用した避難所運営効率化等の横展開 準公共分野デジタル化推進費1,985の内数 準公共分野デジタル化推進費316の内数

緊急消防援助隊の車両整備等による災害対応力の強化、Ｊアラートと連携

する情報伝達手段の多重化等による情報伝達体制の強化、常備消防力の

強化、消防団を中核とした地域防災力の充実強化、消防分野における DX・

新技術の活用に関する対策、火災予防、危険物事故防止対策等の推進、

地方公共団体等の災害対応能力の強化、放送ネットワークの強靱化、辺地

共聴施設の高度化支援、災害情報共有システム（Lアラート）による災害情

報の確実な伝達の推進、地域における災害支援体制の整備・人材育成等の

支援、携帯電話基地局強靱化対策事業、データセンター等の地方分散

47,987 14,959 3.21

放送ネットワークの強靱化、NTNの展開の促進に向けた研究開発、災害時の

通信サービス確保のための連携の拡大・普及に関する対策

放送ネットワーク整備支援事業884の内数、革新的情報通信技術​

（Beyond 5G（6G））基金事業15,000の内数（HAPS無線シス

テムの高度化に向けた研究開発）、電気通信事故に関する原因究明

機能等の強化事業70の内数（災害時の通信サービス確保のための連

携の拡大・普及に関する対策）

電波資源拡大のための研究開発10,554の内数(低軌道衛星と地上端

末直接通信における周波数共用を可能とするナローマルチビーム形成技

術の研究開発)、放送ネットワーク整備支援事業687の内数

 総務省

(※)

府省庁名 主な実施内容
令和９年度概算要求（A） 令和８年度当初予算（B)

（参考）

（A)／（B)

その他予算額が特定できない施策関係

こども家庭庁

(※)

デジタル庁

＊

＊

(16,992)

(4,996)

(参考：令和７年度補正予算)
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（国費、単位：百万円）

 法務省

(※)
法務省施設の耐震化等 72,856 25,190 2.89

 外務省 「世界津波の日」を含む防災への意識向上のための普及啓発活動等 6,108 2,767 2.21

学校施設の避難所等としての役割を果たすための耐災害性強化、建築物の

非破壊診断技術に関する研究開発、海底地震・津波観測網の構築・運用、

火山研究・人材育成・機動観測の推進、地球観測衛星の開発、学校におけ

る防災教育の充実、公立社会体育施設の耐震化・防災機能強化、国宝・重

要文化財等の保存修理、スーパーコンピュータ「富岳」の運営、大学・高専の練

習船を活用した災害支援対策

793,875 142,614 5.57

建築物の非破壊診断技術に関する研究開発、実大三次元震動破壊実験施

設を活用した耐震技術研究、公立社会体育施設の耐震化、国立研究開発

法人施設等の耐震化・老朽化対策等、国立大学等の基盤的インフラ設備更

新、海底深部における地殻変動観測

国立研究開発法人防災科学技術研究所運営費交付金に必要な経

費9,393の内数、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構運

営費交付金に必要な経費3,169の内数、公立社会体育施設の整備

事業（学校施設環境改善交付金）に必要な経費651の内数、安全・

安心に利用できる社会体育施設の整備（学校施設環境改善交付

金）に必要な経費7,291の内数、国立大学等施設の整備（国立大

学法人等施設整備費）に必要な経費182,763の内数、国立研究開

発法人運営費交付金・施設整備費補助金・特定先端大型研究施設

整備費補助金に必要な経費58,982の内数、国立大学法人運営費交

付金・国立大学法人設備整備費補助金・国立大学法人先端研究等

施設整備費補助金・国立大学等の基盤的インフラ設備の強靭化に向け

た緊急対策に必要な経費1,251,230の内数、国立研究開発法人海

洋研究開発機構運営費交付金及び設備整備費補助金に必要な経費

39,284の内数、ムーンショット型研究開発制度に必要な経費57,698の

内数

国立研究開発法人防災科学技術研究所運営費交付金に必要な経

費8,161の内数、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構運営

費交付金1,824の内数、海底地震・津波観測網の構築・運用440の内

数、国立研究開発法人海洋研究開発機構運営費交付金及び設備整

備費補助金30,226の内数、火山調査研究推進本部107の内数

 文部科学省

(※)

府省庁名 主な実施内容
令和９年度概算要求（A） 令和８年度当初予算（B)

（参考）

（A)／（B)

その他予算額が特定できない施策関係

＊

＊

(32,535)

(241)

(475,066)

(参考：令和７年度補正予算)
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（国費、単位：百万円）

被災地における各種保健医療活動チームの連携体制構築、災害時の医療・

保健・福祉に関する横断的な支援体制の構築、災害薬事体制整備事業、災

害拠点病院における事業継続計画（ＢＣＰ）の策定、在宅医療の災害時

における医療提供体制強化支援事業、災害薬事コーディネーター配備推進事

業、心神喪失者等医療観察法指定入院医療機関施設の整備等

70,426 202 349.20

災害派遣医療チーム（DMAT）の養成、災害派遣精神医療チーム

（DPAT）の養成、災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）の体制構

築、感染症法に基づく消毒や害虫駆除等の実施、社会福祉施設等の耐震化

等

災害派遣医療チーム（DMAT）体制整備事業1,285の内数、医療提

供体制推進事業費補助金35,132の内数、感染症予防事業費1,200

の内数、地域保健総合推進事業費(研修企画分科会)19の内数、社

会福祉施設等施設整備費補助金11,493の内数、地域介護・福祉空

間整備等施設整備交付金7,350の内数、社会福祉事業施設等貸付

事業利子補給金2,726の内数、地方改善施設整備費補助金1,028

の内数、生活困窮者就労準備支援事業費等補助金67,409の内数、

社会事業学校施設整備費327の内数

災害派遣医療チーム（DMAT）体制整備事業1,234の内数、医療提

供体制推進事業費補助金24,697の内数、DPAT体制整備事業

（DPAT事務局）72の内数、地域保健総合推進事業費(研修企画

分科会)18の内数、社会福祉施設等施設整備費補助金4,007の内

数、地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金1,167の内数、社会

福祉事業施設等貸付事業利子補給金2,298の内数、地方改善施設

整備費補助金441の内数、生活困窮者就労準備支援事業費等補助

金38,375の内数、感染症予防事業費1,200の内数

農業水利施設等の耐震化・老朽化対策・長寿命化対策・突発事故対応、山

地防災力の強化のための総合的な森林整備・治山対策、農山漁村における

湛水被害防止やハザードマップの作成等の防災・減災対策、漁港施設の耐

震・耐津波・耐浪化対策及び長寿命化対策、海岸保全施設の整備、海岸防

災林の整備・維持管理、農道・林道等の老朽化対策等の推進、農地・森林

等の国土保全機能の維持・発揮のための共同活動等に対する支援、農山漁

村における再生可能エネルギーの導入支援、大規模盛土造成地等のリスク把

握に関する対策

739,045 606,514 1.22

卸売市場の防災対応、農村における想定被害情報の共有による避難計画の

精度の向上、山村コミュニティによる森林整備・保全活動等の推進、漁業地域

における避難路の整備・保護の強化、農村地域における農業水利施設を活用

した小水力等再生可能エネルギーの導入促進　等

強い農業づくり総合支援交付金13,815の内数、農地耕作条件改善事

業28,483の内数、森林循環利用・付加価値創出対策18,552の内

数、浜の活力再生・成長促進交付金4,430の内数、漁港漁場機能増

進事業850の内数、みどりの食料システム戦略推進総合対策4,795の

内数

強い農業づくり総合支援交付金12,013の内数、農地耕作条件改善事

業20,275の内数、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策

15,350の内数、浜の活力再生・成長促進交付金1,752の内数、漁港

機能増進事業100の内数、みどりの食料システム戦略推進総合対策

574の内数

府省庁名 主な実施内容
令和９年度概算要求（A） 令和８年度当初予算（B)

（参考）

（A)／（B)

その他予算額が特定できない施策関係

 厚生労働省

(※)

農林水産省

(※)

＊

＊

＊

(参考：令和７年度補正予算)

(21,295)

(236,472)
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（国費、単位：百万円）

工業用水道施設の強靱化等の推進、災害時に地域の石油製品供給を維持

するため災害対応型SSを整備、L2津波による浸水被害が想定される製油所

等における津波漂流物対策支援、休廃止鉱山鉱害防止等工事に関する対

策、災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の設置等の推

進、災害時に活用可能なドローンの実装に向けた開発・実証、災害時対応可

能な天然ガス利用設備の導入及び機能維持強化により天然ガスシフトの促進

及び災害時の強靱性を向上

47,482 35,998 1.32

中小企業における事業継続力強化計画策定支援、過去に発生した災害要

因の解析・評価、災害時石油ガス供給連携計画の訓練の継続及び計画の見

直し、メタンハイドレートの商業化の実現に向けた調査・研究開発の推進、三

次元基礎物理探査、国内石油天然ガスに係る地質調査事業

中小企業基盤整備機構運営費交付金697,971の内数、災害時石油

ガス供給連携、計画の訓練の継続及び計画の見直し800の内数、メタン

ハイドレートの商業化の実現に向けた調査・研究開発の推進26,978の

内数、過去に発生した災害要因の解析・評価等75,455の内数

中小企業基盤整備機構運営費交付金18,771の内数、過去に発生し

た災害要因の解析・評価等67,405の内数、災害時石油ガス供給連携

計画の訓練の継続及び計画の見直し800の内数

気候変動による水害や土砂災害の激甚化に対抗する「流域治水」の加速化・

深化、TEC-FORCE等の国の災害支援体制・機能の拡充・強化、海岸保全

施設の整備、道路ネットワークの機能強化対策、電柱倒壊リスクがある市街地

等の緊急輸送道路の無電柱化対策、道路施設の老朽化対策、広域的な復

旧・復興体制や物流の代替性の確保、緊急物資輸送の支援体制の強化、高

潮・高波等による港湾内の被害軽減対策、港湾施設の耐震・耐波性能の強

化や関連する技術開発・老朽化対策、空港施設の耐震化・浸水対策・老朽

化対策、鉄道施設の防災・減災・老朽化対策、航路標識の耐災害性強化対

策（電源喪失、監視体制強化、信頼性向上、レーダーの耐風速）、航路標

識の老朽化等対策、海上保安施設等の耐災害性強化対策、密集市街地等

の改善に向けた対策の推進、住宅・建築物の耐震化等の促進、避難地や救

援・救護活動の拠点等となる防災公園の整備・機能強化の推進、次期静止

気象衛星の整備等、線状降水帯・台風等の予測精度向上等に向けた取組

の強化、大規模地震災害・火山災害に備えた監視体制の確保、安定的な位

置情報インフラ提供のための電子基準点網等の耐災害性強化対策、防災・

減災及び災害対応に資する地理空間情報の整備、SAR衛星データ等による

全国陸域の地殻変動の監視、大規模盛土造成地等のリスク把握に関する対

策、道路の雪寒対策、上下水道施設の耐災害性強化、上下水道施設の戦

略的維持管理・更新、物流事業者の災害対応能力強化、グリーンインフラの

活用推進、災害後の円滑な復旧・復興を確保するための地籍調査

5,068,752 3,660,142 1.38

国土と経済成長を支える建設産業の供給力強化 防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進1,982の内数

府省庁名 主な実施内容
令和９年度概算要求（A） 令和８年度当初予算（B)

（参考）

（A)／（B)

その他予算額が特定できない施策関係

経済産業省

国土交通省

(※)

＊

＊

＊

(参考：令和７年度補正予算)

(26,606)

(1,379,754)
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注１：各府省庁においては、上のほか業務継続計画への対応等に必要な一般行政経費等がある。
注２：事業費の内数として予算額が特定できない施策について、事業費全額が国土強靱化関係予算に該当するものではないことから、合計額には含まない。
注３：本資料の計数は、整理の結果、異同を生じることがある。
注４：所要額を計上しているものの他に事項要求するものがある。

（国費、単位：百万円）

地方公共団体環境部局における化学物質に係る災害・事故対応の推進、利

用者の安全確保及び森林等の荒廃の拡大を防ぐ自然公園等の整備、森林

等の荒廃の拡大を防ぐための鳥獣害対策の強化、環境配慮･防災まちづくり浄

化槽整備推進事業、浄化槽対策推進費、一般廃棄物処理施設の防災機

能の向上、災害廃棄物仮置場整備の支援、熱中症予防対策、有害物質に

よる健康被害を防ぐための調査、PCB早期処理のための対策、海岸漂着物等

に関する緊急対策、避難施設・防災拠点への再生可能エネルギー・蓄エネル

ギー・コージェネレーション等の災害・停電時にも活用可能な自立分散型エネル

ギー設備の導入推進対策、気候変動適応先進地域創出のための適応実証

事業、早期警戒システムを基軸とした適応技術導入パッケージの海外展開実

証事業

250,547 82,114 3.05

自然生態系の機能を活かした社会の強靱性の向上、利用者の安全確保及び

森林等の荒廃の拡大を防ぐ自然公園等の整備、森林等の荒廃の拡大を防ぐ

ための鳥獣害対策の強化、気候変動影響を踏まえた災害対策、脱炭素かつ、

レジリエンス性の高い建築物に対する支援

（生物多様性保全等のための基盤的事業）生物多様性国家戦略推

進費58の内数、（生物多様性保全等のための基盤的事業）自然資

本投資に向けた環境整備費78の内数、（OECMを活用した健全な生

態系の回復及び連結促進事業）自然再生活動推進費11の内数、サ

ンゴ礁生態系保全対策推進費28の内数、国立公園等施設利用環境

整備事業1,943の内数、（鳥獣保護管理対策費）鳥獣保護管理強

化事業1,229の内数、気候変動影響評価・適応推進事業110の内

数、建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業11,500の内数

（生物多様性保全等のための基盤的事業）生物多様性国家戦略推

進費58の内数、（生物多様性保全等のための基盤的事業）自然資

本投資に向けた環境整備費30の内数、（OECMを活用した健全な生

態系の回復及び連結促進事業）自然再生活動推進費10の内数、サ

ンゴ礁生態系保全対策推進費28の内数、国立公園等施設利用環境

整備事業491の内数、（鳥獣保護管理対策費）鳥獣保護管理強化

事業253の内数、気候変動影響評価・適応推進事業46の内数、建築

物等のZEB化・省CO2化普及加速事業6,700の内数

 防衛省

(※)

迅速な情報収集・通信伝達態勢の維持・整備、大規模風水害への対応態勢

の整備、災害廃棄物処理の対応態勢の整備、感染症対処能力の向上、駐

屯地・基地施設の機能強化、生活支援等の態勢の整備、特殊災害への対応

態勢の充実、災害派遣即応態勢を向上させるための措置、人員・物資の輸送

態勢の維持、災害派遣時の対処能力を高める措置、防災・災害対応に必要

な通信インフラの麻痺・機能停止を回避するための経費

834,494 730,269 1.14

8,182,732 5,351,044 1.53

（うち公共事業関係費） （うち公共事業関係費）

5,689,052 4,110,572 1.38

府省庁名 主な実施内容
令和９年度概算要求（A） 令和８年度当初予算（B)

（参考）

（A)／（B)

その他予算額が特定できない施策関係

 環境省

(※)

合計

＊

＊

(参考：令和７年度補正予算)

(154,449)

(125,123)



（１）国民の生命と財産を守る防災インフラの整備・管理

［参考］ 国土強靱化関係令和９年度予算における主要施策例

●気候変動による水害や土砂災害の激甚化に対抗する「流域治水」
の加速化・深化（中小河川における対策・内水氾濫対策を含む）

国土交通省  ７，４７３億円（※）（６，３８８億円）
農林水産省  ５，１１８億円の内数（４，２６３億円の内数）

気候変動による水災害リスクに備えるために、河川管理者等が主体となって行う治水事業等をよ
り一層加速するとともに、「国・都道府県・市町村、企業、住民」など流域のあらゆる関係者が協働し
て行う水災害対策「流域治水」の加速化・深化を図る。

集中豪雨、火山の噴火等による土砂災
害に対して砂防堰堤等の集中的な整備や、
土砂災害警戒区域の指定等による警戒避
難体制の強化、まちづくり部局と連携した
災害リスクに対するソフト対策による回避
等、ハードとソフトを組み合わせた土砂災
害対策を強力に推進。

農林水産省 ２，２１４億円の内数（１，８２４億円の内数）

●事前防災・減災に向けた森林整備・治山対策の推進

国土交通省
防災・安全交付金１１，２９３億円（※）の内数

 （８，５２９億円の内数）
農林水産省 農山漁村地域整備交付金

 ９１５億円の内数（７６２億円の内数）

地震時等に地すべりや崩壊のおそれのある大規

模な盛土造成地や、液状化現象が発生する可能性
のある地域について、地方公共団体の実施する安
全性把握調査や液状化ハザードマップの作成等の
リスク把握に対する取組を支援する。また、危険な
盛土等を包括的に規制し、盛土の安全確保対策の

推進を図るため、盛土規制法に基づく規制区域の
速やかな指定に向けて支援する。

●大規模盛土造成地等のリスク把握に関する対策

盛土規制法に基づく規制区域

大規模盛土造成地の
安全性把握調査

液状化ハザードマップ

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。 8（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

気候変動に伴う短時間強雨の発生回数や総降水量が増加傾向にある中、山地災害の
発生リスクの増大を踏まえ、荒廃山地の復旧・予防対策、総合的な流木対策や森林の整
備等を推進する。

流木捕捉式治山ダムの設置 荒廃した森林の整備

「流域治水」の施策のイメージ雨水貯留・排水施設整備 

河道掘削

治水ダムの建設・再生

雨水ポンプ場



（１）国民の生命と財産を守る防災インフラの整備・管理

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。 9（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

火山本部の総合基本施策に基づき、火山ハザード対策に向けた研究開発と火山研究者
の育成を強化(V-LEAD) 。

●火山ハザード対策に向けた研究・人材育成プロジェクト
文部科学省 ６．２億円（ ５．４億円）

●火山調査研究推進本部の一元的な火山調査研究の推進に資する
火山観測網の構築・運用

文部科学省 １４億円 （ １．４億円）

火山の調査研究に必要な観

測データ収集のための観測点
を整備するとともに、JVDN（火
山観測データの収集システム）
の運用による観測情報の収集・
共有等を実施。

火山観測点の例 孔底観測装置（地下）

文部科学省
国立研究開発法人防災科学技術研究所運営費交付金

 ９４億円の内数（８２億円の内数）

地震・津波・火山活動の観

測・予測研究や気象災害観
測・予測技術の高度化等を
行う。また、陸海統合地震津
波火山観測網 (MOWLAS)の
安定的な運用を行う。

雲レーダーによる積雲の観測
陸海統合地震津波火山観測
網(MOWLAS)による観測

●地震・津波・火山・風水害の基盤的観測・予測研究等

●海底地震・津波観測網の構築・運用
文部科学省 ３８億円 （１５億円）

南海トラフ地震の想定震源域と日本海溝沿い
に整備した海底地震・津波観測網を運用すると
ともに、紀伊半島沖の地震・津波観測監視シス
テム「DONET」の老朽化対策等により、観測網の
継続的・安定的運用を図る。

●火山噴出物分析センターの整備
文部科学省 １９億円

●地震・火山観測網の更新

緊急地震速報や震度情報等の適切な発信のため、老朽化・経年劣化した観測
施設の旧型地震計等を新型の地震計等に更新する。

V-netK-NETF-net

文部科学省 ３２億円 
火山本部の方針に基づき、平時及び噴火発生時に火山噴出物の分析を一元的
かつ継続的に実施する中核拠点を整備する。（令和１０年度中にセンターでの分
析を開始予定） 国庫債務負担行為：令和７年度～令和１１年度



●「協働防護」による港湾における気候変動適応

「協働防護」の施策のイメージ

港湾における気候変動への適
応を図るため、関係者が気候変
動への適応水準や適応時期に
係る共通の目標等を定めるとと
もに、協定等に基づきハード・ソ
フト一体の各種施策を進める「協
働防護」を推進する。

国土交通省
  ２，０００億円（※）の内数
（１，３６６億円の内数）

（１）国民の生命と財産を守る防災インフラの整備・管理

国土交通省 ３．７億円（※） （２．２億円 ）

変動を
自動検出

変動の迅速な自動検出・
情報提供

HP等で速やかに情報提供

SAR衛星から地表に向けて電
波を照射し、国土をスキャン

（SAR衛星)
だいち２号に加え、
後継機であるだいち４号
を活用して高頻度に解析

だいち４号

© JAXA

国家座標の効率的な管理、地震及び火山噴火後の
迅速な復旧・復興への貢献

だいち２号

●SAR衛星データ等による全国陸域の地殻変動の監視

生成AIを含む最先端の情報科学を活用し、我が国の信頼性の高い地震関連データ群を
基に、地震本部での地震活動や地震動の評価技術を高度化(STAR-E NEXT)。

高信頼度データ群を活用した
効率的かつ融合的な解析

●情報科学を活用した地震活動・地震動評価技術の高度化

●南海トラフ地震等巨大地震災害の被害最小化及び
迅速な復旧・復興に資する地震防災研究プロジェクト

南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の運用開始を踏

まえた南海トラフ地震等の評価手法高度化等を柱とした地
震防災研究を推進。

文部科学省 ２．８億円（２．８億円）

南海トラフ地震臨時情報
出典：内閣府（防災担当）・気象庁

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。

文部科学省 ２．４億円（１．８億円）

10（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。



国土交通省 ２９億円（※）（６．０億円 ）

大規模災害時においても、電子基準点網が安定的に観測を継続し、国
土地理院の災害対策活動に必要となる施設の機能が維持されることで、
高品質なデータや地殻変動情報等の提供、位置情報サービスの継続が
可能となり、安全・安心や迅速な復旧・復興に貢献

GNSSアンテナの更新
（電波干渉低減）

電源監視装置の
省電力化更新

解析装置

の更新等
中央局

電子基準点網の安定運用のための取組

津波・火山活動に
伴う避難に貢献

安定した地殻変動監視

と高品質なデータ提供

リモートでの

災害対応を支援電子基準点

文部科学省
国立研究開発法人防災科学技術研究
所運営費交付金

 ９４億円の内数（８２億円の内数）

地震の揺れを前後・左右・上下の三次
元で再現することにより、実物大の構造
物が破壊に至る過程を詳細に確認

●Ｅ－ディフェンス（実大三次元震動破壊実験
施設）を活用した耐震技術研究

●安定的な位置情報インフラ提供のための電子基準点網等の耐災害性強化対策

（１）国民の生命と財産を守る防災インフラの整備・管理

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。

●大規模津波等に備えた対策の推進

国土交通省 １１，６６６億円（※）の内数（８，８１１億円の内数）
農林水産省 １，０１５億円の内数（８３９億円の内数）

＜大規模地震に備えた海岸保全施設の地震・津波対策＞

対策前

対策後

海岸堤防の耐震化事例

大規模地震の対策が必要な地域
における津波被害リスクが高い海
岸において、地震・津波対策として、

堤防のかさ上げ、堤防等の耐震・
液状化対策等を推進する。

11（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

大規模地震等により、休廃止鉱山からの重金属漏出による水質の汚濁、農用地の汚染等による健康被
害、農作物被害、漁業被害等を防止するため、鉱山集積場等の鉱害防止等工事を支援する。

経済産業省 ３５億円（２２億円）

鉱山集積場対策前 鉱山集積場対策後安定化対策工事

●休廃止鉱山鉱害防止等工事に関する対策



経済産業省 ７５５億円の内数
（６７４億円の内数）

内陸地震の要因である活断層の履歴やその活動
性を調査・解析・評価し、その結果のデータベース化、
情報提供を通じて国の活断層の長期評価、地方自治
体等の防災計画・地震災害に強い都市計画策定に
貢献する。

全国の活断層の履歴・位置・活動性に
関する情報をデータベース化し、社会
に提供する。

重要活断層について情報整備

断層

活断層のトレンチ調査

活断層データベースに収録

産総研活断層データベース

活断層データベースの改善

表示機能を縮尺1/20万から活断

層とインフラなどとの位置関係が
把握できる縮尺1/5万へ更新

●防災計画に資する活断層情報の
解析・評価、集約・情報提供対策

（１）国民の生命と財産を守る防災インフラの整備・管理

●防災計画に資する火山情報の解析・評価、集約・情報提供対策

GSJ研究資料集（2024年3月29日公開）
産総研ホームページより火口位置と噴火履歴データをダウンロード可
https://www.gsj.jp/publications/pub/openfile/openfile0749.html

伊豆大島火山で過去に噴火を発生した火口（及び噴出中心）87地点

を抽出し、火口毎の確実度を評価してShapeファイルを作成した。
火口地形の抽出は、航空レーザ測量成果に基づくデジタル標高モデ
ル(DEM)と、現地地質調査等による地質情報を総合してリスト化した。

伊豆大島1986年11月17日噴火
出典：GSJ日本の火山データベース
https://gbank.gsj.jp/volcano/Quat_
Vol/photo_page_1a/157_17.htm

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。

農林水産省  ４，２０８億円の内数（３，３９９億円の内数）

●農業水利施設の耐震化・農村地域の排水対策

頭首工の耐震強化 排水機場の整備

改修前 改修後

農業水利施設の耐震化や、農用地の湛水被害を防止するための農業用排水施設の整
備・改修等を推進

●線状降水帯・台風等に関する情報の高度化
国土交通省 ４１３億円（※）（７．９億円）

12

経済産業省 ７５５億円の内数
（６７４億円の内数）

（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

線状降水帯や台風に対する的確な防災対応等を支援するため、次期静止気象衛星の整備
等、観測・予測技術を強化し、線状降水帯に関する情報の更なる改善や台風進路予測の精
度向上等の防災気象情報の高度化を図る。

「伊豆大島など８火山の噴火口図を整備」



（２）経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどのライフラインの強靱化

●上下水道施設の耐災害性強化

水道基幹管路の耐震化

大規模自然災害時においても、安全な水の供給や下水の処理機能の確保を図るため、
上下水道施設の耐災害性強化等を上下水道一体となって推進する。

国土交通省  １，８０３億円（※）の内数（１，５０２億円の内数）
防災・安全交付金 １１，２９３億円（※）の内数（８，５２９億円の内数）

下水処理場の耐震化

●上下水道施設の戦略的維持管理・更新

管更生工法

（破損や腐食した既設管の内面に新たに管を構築）

良好な水道・下水道サービスを持続的に提供するとともに、日常生活や社会活動に
重大な影響を及ぼす大規模な道路陥没等の事故を未然に防ぐため、DX技術を活用し
た点検調査や老朽化した上下水道管路等の対策を集中的に実施する。

国土交通省 １，８０３億円（※）の内数 （１，５０２億円の内数）
防災・安全交付金 １１，２９３億円（※）の内数（８，５２９億円の内数）

管路内部の
ドローン調査のイメージ

管更生前 管更生後

●工業用水道施設の耐災害性の強化

耐震化：耐震管の布設

頻発化・激甚化する災害を踏まえ、大規模な災害等が発生した場合であっても、ユー

ザーに対して安定的に工業用水を供給できるよう、工業用水道事業者が実施する施設
の耐震化・浸水対策・停電対策を強力に推進し、工業用水道施設の耐災害性の強化を
図る。

浸水対策：施設のかさ上げ 停電対策：自家用発電機の整備

経済産業省
２０億円（２４億円）

GHP及び非常用発電機LPガスタンク

避難所や病院等の社会的重要インフ
ラに設置する燃料タンクや発電設備等
を導入する者に対し、タンク等の購入

や設置工事費に要する経費の一部を
補助。

●社会的重要インフラへの燃料タンク等の導入支援

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。 13

経済産業省 ４７億円（１９億円）

（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。



（２）経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどのライフラインの強靱化

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。

●準天頂衛星システムを活用した防災機能の強化

内閣府 準天頂衛星システムの開発・整備・運用 ８７０億円 （１６９億円）

準天頂衛星システムによる災害危
機管理情報の提供を行い、発災後早
期の災害情報の通知等を実現。

避難地となる防災公園

大規模津波発生時においても迅速
な避難が可能となるよう、高台への避
難路・避難施設の整備を促進する。

国土交通省 防災・安全交付金１１，２９３億円（※）の内数 （８，５２９億円の内数）
農林水産省  ４，４０８億円の内数（３，６３３億円の内数）

防災拠点となる防災公園

大規模地震による建物の倒壊や市街
地火災から人命の保護を図るため、住
民の緊急避難の場や最終避難地等とな
る公園、緑地、広場等の整備について、
地方公共団体における取組を支援する。

●ＣＬＴ（直交集成板）等の開発・普及

国土交通省  ２，５６８億円（※）の内数（８７６億円の内数）
農林水産省 １８６億円の内数（１５４億円の内数）

（横浜市）

（調布市）

ＣＬＴ等を用いた中大規模木造建築物の普及に資する優良なプロジェクトを支援する
とともに、ＣＬＴ等の利用環境整備・普及の取組の促進により、森林の国土保全機能の
維持・発揮を推進する。

ＣＬＴパネル

ＣＬＴを用いた建築例

●避難路・避難施設等の整備

警察庁 １７３億円（８５億円）

信号機電源付加装置を整備し、停
電発生時に信号機等に電力を供給

光ビーコン 車両感知器 信号機 車両感知器 テレビカメラ光ビーコン

交通情報板 光ビーコン

交通管制センター

収
集

提
供停電発生

交通情報収集・提供装置を整備し、
住民の避難路や緊急交通路を確保

信号機電源
付加装置

交通情報提供装置

交通情報収集装置

災害時における避難路や緊急交通
路を確保するため、老朽化した信号
機や道路標識・標示等を更新・整備

●災害に備えた交通安全施設等の整備

交通情報板の整備 信号機の更新

道路標示の更新

制御機

信号機電源付加装置

14（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。



（２）経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどのライフラインの強靱化

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。 15

●港湾における津波対策

国土交通省 ２，０００億円（※）の内数
（１，３６６億円の内数）

農林水産省   １，５４５億円の内数
（１，２６８億円の内数）

防波堤

基礎マウンド

海底地盤

外力

天端形状の工夫

腹付の設置 洗掘防止マットの敷設

越流

被覆ブロック
の設置被覆ブロックの設置

ひふく
天端形状の工夫
てんば

洗掘防止マットの敷設
せんくつ

腹付の設置
はらづけ

・「粘り強い構造」を導入した防波堤の整備を実施。
・港湾労働者等が安全に避難できるよう津波避難施設等を設置。

●港湾における老朽化対策

国土交通省
１１，５９１億円（※）の内数
（８，６７３億円の内数）

老朽化した港湾施設への予防保全段階の補修

老朽化した施設の不荷役化・機能集約によるふ頭機能の再編

不荷役化

貨物集約

【新規施設】
機能集約
・利用転換

機能集約
・利用転換

機能集約

利用転換

廃止(埋立)

名古屋港

整備前 整備後 補修による
機能維持

ひび割れや
腐食が発生

（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

航路標識に使用している機器等について、災害等における安定運用が可能な機器等へ
の換装を行う。

航路標識の倒壊、損壊等に備えるため、長寿命化の整備を着実に実施し、航路標識の老朽
化等対策を図る。

国土交通省 １５７億円（※）の内数（１２２億円の内数） 国土交通省 １５７億円（※）の内数（１２２億円の内数）

●航路標識の耐災害性強化対策（信頼性向上） ●航路標識の老朽化等対策

外壁補修

▲【予防保全】小規模工事のため費用小

防水工事

▲耐波浪型LED灯器へ換装

電球

▲LED光源用灯器へ換装

老朽化により性能の低下が認められ
る港湾施設において、個別施設計画に
基づく予防保全段階における補修や
ふ頭機能の再編等を推進し、平時・災
害時の海上交通ネットワークの維持、
港湾施設の安全な利用等を確保する。



（２）経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどのライフラインの強靱化

国土交通省 ２，０００億円（※）の内数
 （１，３６６億円の内数）

近年の気象変化や長期的な気候変動を踏まえ、台風や豪雨に
備えた浸水対策を実施するとともに、地震災害時において、緊急
物資等輸送拠点としての機能確保、航空ネットワークの維持等を
図るために必要となる基本施設等の耐震対策を実施する。

排水施設の大型化により、
排水機能を確保

液状化層の地盤改良対策により、
舗装の損壊を防止

（地盤改良）

・浸水対策

「浸水・耐震対策」のイメージ

・耐震対策

建物の補強や重要施設の高所移動に
より、災害後の空港の早期復旧を実現

（地盤改良）

● NTNの展開の促進に向けた研究開発

●空港の防災・減災対策

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。 16（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

総務省
革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基金事業

１５０億円の内数

非地上系ネットワーク（NTN）の展開促進のため、
HAPS※に関する研究開発を推進 
※ High Altitude Platform Station（高高度プラットフォーム）の略。高高度
（高度20km程度の成層圏）の飛行機等に携帯電話基地局等の機能を
搭載して広範囲の通信エリアを構築するもの。



（２）経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどのライフラインの強靱化

●農業用ため池のハード及びソフト対策の推進

令和２年10月に施行された「防災重点農
業用ため池に係る防災工事等の推進に関
する特別措置法」に基づき、防災重点農業
用ため池の防災工事等を集中的かつ計画
的に推進する。

農業用ため池の整備 農業用ため池の廃止

水位計等遠隔監視機器の設置 ハザードマップの作成

堤体を開削

農林水産省  ４，２０８億円の内数（３，３９９億円の内数）

避難所

農業用ため池

浸水想定区域

洪水到達時間

●インフラ老朽化等のための戦略的な維持管理・更新の推進

断面補修岸壁、鋼製矢板の腐食対策

＜漁港＞ ＜水路＞

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。

農林水産省  ４，７９４億円の内数（３，８８７億円の内数）

17

●港湾施設の耐震化
国土交通省 ２，０００億円（※）の内数

（１，３６６億円の内数）

・岸壁、臨港道路等の耐震化を推進し、長期間にわたり供用できない事態を防止。
・海上交通ネットワークの維持や緊急物資輸送機能の確保を早期に実現。

耐震強化岸壁

非耐震強化岸壁

（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。



（２）経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどのライフラインの強靱化

●鉄道施設の防災・減災対策

国土交通省 １２４億円（※）の内数（３４億円の内数）

鋼板巻きによる高架橋の耐震補強曲げ破壊

せん断破壊

鉄道橋りょうの流失・傾斜対策

●携帯電話基地局強靱化対策事業

●農村地域における農業水利施設を活用した小水力等
再生可能エネルギーの導入促進

農林水産省  ３，８２８億円の内数（３，１３４億円の内数）

農業用水路を活用した
小水力発電施設

木質バイオマス利用
熱電併給装置

バイオガス発電・熱利用

地域内でのエネルギー自給力の強化を図るため、バイオマスや農山漁村にある
水・土地等の資源を活用した再生可能エネルギーの導入を促進

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。 18

インターネット
伝送路の断！

停電！

総務省 １００億円 （２４億円）

災害発生時における停電や伝送路断による携帯電話基地局の停
波を回避するため、大容量化した蓄電池や発電機、ソーラーパネル
及び衛星を活用し、基地局機能の維持を図り、携帯電話基地局の
強靱化対策を推進。

携帯電話基地局の強靱化のイメージ

（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。



（２）経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどのライフラインの強靱化

国土交通省  ２１，５１６億円（※）の内数 （１５，０８９億円の内数）

迅速な復旧・復興のため、高規格道路のミッシング
リンクの解消等により道路ネットワークの機能強化対
策を推進する。

津波の
想定高

イメージ

電柱の倒壊による道路閉塞

国土交通省  ２１，５１６億円（※）の内数（１５，０８９億円の内数）

●道路の雪寒対策等

国土交通省
 ２１，５１６億円（※）の内数
（１５，０８９億円の内数）

防災・安全交付金
１１，２９３億円（※）の内数
（８，５２９億円の内数）

除雪機械の整備

消融雪施設の整備

●電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化対策

●道路ネットワークの機能強化対策

19注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。 （※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。



（３）デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化

防災・減災対策の基礎となる災害リスク情報の整備や、ベース・レジストリである電子国土
基本図の整備・更新・３次元化を行い、統合的に検索・閲覧・入手できるようにすることで、土
地本来の災害リスクを踏まえた国土利用や、浸水対策をはじめとした防災・減災対策に貢献

【災害リスク情報の整備】 【電子国土基本図の３次元化】

ここはかつて河川の
流路だった場所で、
周囲よりもわずかに
標高が低い。

河川の氾濫によって
周囲よりも長時間浸
水する。

電子国土基
本図を３次元
化することで、
地形や建物
を考慮した詳
細な浸水想
定が可能。

国土交通省 ４１億円（※） （１６億円）

●防災・減災及び災害対応に資する地理空間情報の整備

内閣府 ２０億円（※）（１０億円）

新総合防災情報システム（SOBO-WEB）

新物資システム（B-PLo）

●新総合防災情報システム（SOBO-WEB）等を活用した
一元的な情報収集・提供システムの整備・運用

災害発生時に府省庁・地方公共団体・指定公共機関等が被災状況を早期に把握し、
迅速で的確な意思決定を行うことを支援するため、地理空間情報等を利用して災害情報
を関係機関で共有する、新総合防災情報システム（SOBO-WEB）や関連システムの運用
等を実施する。  
また、物資の備蓄管理や発災時における調達・輸送等の支援を行う新物資システム
（B-PLo）に関するシステムの運用及び機能拡張等を実施する。

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。

法務省 ６２０億円（※） （１９９億円）

●法務省施設の防災・減災対策

20（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

法務省施設の建替え等により、大規模災害時における逃走事故を防止し、
一般来庁者・職員・被収容者の身体生命の安全を確保する。



（３）デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化

●マイナンバーカードを活用した避難所運営効率化等の横展開

施策のイメージ

マイナンバーカードを活用した避難所運営効率化等の優良事例について、デジタル実装の事例やそれを
支えるサービス／システムに関するカタログや、それらを調達するためのモデル仕様書を作成する事業。

デジタル庁 ２０億円の内数（３．２億円の内数）

長周期巨大地震のシミュレーションによる基盤技術の開発及び建造物等への
影響に関する検証や、地震や津波による複合災害及び豪雨や台風などの気象
現象の高精度かつリアルタイムな予報に関する研究開発の推進に貢献する。

文部科学省
革新的ハイパフォーマンス・コンピューテング・インフラ（HPCI）の構築
４８７億円（１７７億円）

●スーパーコンピュータを用いた地震や津波、豪雨等の災害予測

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。

水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化

自動化前 自動化後

国土交通省 １１，６６６億円（※）の内数（８，８１１億円の内数）
農林水産省 １，０１５億円の内数（８３９億円の内数）

海岸における操作従事者の安全
確保を最優先とするため、水門・陸
閘等の自動化･遠隔操作化及び水

門・陸閘等の効果的な管理運用を
推進する。

●水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化、効果的な管理運用の推進

21（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

【防災庁】

技術テーマの設定

●防災技術・産業成長投資推進

内閣府 ２０２億円

日本が強みを持つ防災技術について、開発から商品化 / サービス提供、実装 / 需要の創
出、更なる開発につながる好循環を創出し、防災産業を振興するとともに、我が国の技術や蓄
積されたデータ・ノウハウ等を梃子に海外市場の獲得につなげる。

国・地方公共団体
における活用

・官民一体となったPR
・実証事業等への支援
・国際標準化 等

【防災庁】

カタログ化

（技術開発・実証を含め支援）

公共調達・導入促進

公募【関係省庁】

審査・評価【産官学民金による第三者機関】



（３）デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。

警察庁 ３１２億円（１２０億円）

建て替え後建て替え前

大規模災害発生時における被災地での警察
活動（被災者の避難誘導・救出救助、被災地の
治安及び交通安全の確保等）の中核拠点となる
警察施設の機能を確保するため、耐震改修や
建て替え等を行うことにより、警察施設の耐災害
性の強化を図る。

●警察施設の耐災害性の強化

災害対策に必要な通信を迅速かつ的確に確
保し、災害時における避難誘導、被害状況の把
握、被災者の救出救助活動等の警察活動を確
保するため、大規模災害による被害を想定した
訓練の推進を含め、警察情報通信設備等につ
いて、経年劣化等の観点から更新・改修を行う。

警察電話用
交換装置

警察庁 １６億円（１０億円）

ヘリコプターテレビ
システム

●警察情報通信設備等の更新整備

22（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

警察用航空機 警察用船舶警察用車両

●警察用航空機等の整備 警察庁 ３６５億円（１２億円）

大規模災害等発生時に被害情報の収集、救助活

動等を円滑に実施するため、警察機動力の中核と
なる警察用航空機、車両及び船舶の整備を行うとと
もに、耐用年数に則った計画的な更新を図る。

●災害用装備資機材の充実強化

近年、激甚化・頻発化する豪雨災害によ
り全国的に多くの被害が発生しているほ
か、今後発生が懸念される南海トラフ地
震では、広範な地域において津波による
被害が想定されている。豪雨災害等発生
時、浸水地域において、広域緊急援助隊
が被災者の救出救助や避難誘導等を迅
速・的確に行えるよう、水難救助セットの
災害用装備資機材の整備を行う。

水害用ヘルメット 救命胴衣

手袋 ブーツ

水難救助セット

警察庁 ３４億円（０．２億円）



（３）デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化

千島海溝地震、日本海溝地震、首都直下
地震、南海トラフ地震等の大規模災害に備
え、TEC-FORCE等の活動の迅速性・安全
性・継続性を向上させるための資機材や装
備品等の充実・強化を図る。

ドローンを用いた被災状況調査

●TEC-FORCE等の国の災害支援体制・機能の拡充・強化

国土交通省 ５１５億円（※）（７３億円）

●消防団を中核とした地域防災力の充実強化

総務省 ３４億円（７．９億円）

総務省 １３７億円（※）（５９億円）

●港湾における災害情報収集等に関する対策

国土交通省
２，０００億円（※）の内数
（ １，３６６億円の内数）

衛星、ドローン、カメラ等を活
用して、港湾における災害関連
情報の収集・集積を高度化し、
災害時の迅速な復旧体制等を
構築するとともに、その分析結
果を施設整備に反映する。

ドローン・衛星・カメラを活用した
被災状況把握のイメージ

港湾における波浪・潮位の観測

23注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。 （※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

・緊急消防援助隊におけるＣＢＲＮＥ災害への対応能力の強化
・大規模林野火災に備えた緊急消防援助隊の車両・資機材の整備
・緊急消防援助隊設備整備費補助金による車両・資機材の整備
・緊急消防援助隊ブロック合同訓練の実施 等

偵察ドローン 小型大容量ポンプ車 無人走行放水ロボット

●緊急消防援助隊の車両整備等による災害対応力の強化

・救助用資機材等の整備に対する補助
・救助用資機材等を搭載した消防車両の無償貸付
・消防団の力向上モデル事業
・消防団入団促進広報事業 等

【消防団入団促進用ポスター】

林野火災想定訓練

学園祭でのブース出展

【モデル事業の例】

【救助用資機材等を搭載した消防車両】

小型動力ポンプ積載車（3.5t未満）

ドローン 可搬消防ポンプ
可搬式散水装置
（背負式水のう）

【補助対象資機材の例】

衛星通信
トランシーバー



（３）デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化

エプロンの劣化

自衛隊が使用する飛行場施
設・港湾施設等をはじめとする
インフラ基盤の強靱化を図るた
め、エプロンや基地の給排水
設備等のインフラ関連施設を
整備する。

３５２億円（※）（２６０億円）

●大規模な災害にも耐え得るインフラ基盤とするための
機能の維持・強化

部隊運用の基礎となる自衛
隊施設を安定的に維持するた
め、自衛隊施設の建物等の耐
震化対策、老朽化対策を始め
対災害性能を強化する。

３，４６６億円（※）（８８５億円）

●大規模な地震災害にも耐え得る自衛隊施設とするための
施設機能の維持・強化

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。

防衛省

防衛省

24（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

●新技術の活用等による消防ＡＸ/ＤＸの推進

総務省 ２２億円（５．６億円）

【消防指令システムにおける
AI活用イメージ】

・消防指令システムや♯7119におけるＡＩ活用のモデル事業
・ＡＩ・ロボット・ドローン等の新技術について、消防本部での導入・運用を 試行的に実施
・競争的研究費の拡充
・マイナ救急の機能拡充 等

大規模災害や感染症などの各種事態発生

時において、被災者の救出・救助を実施する
ために必要な装備品を整備。

●自衛隊の災害救助能力の向上に資する装備品の整備

２，４２３億円（３，５７６億円）防衛省

【新技術の例】

デジタル技術を活用した隊員の安全管理



（４）災害時における事業継続性確保を始めとした官民連携強化

●住宅・建築物、社会福祉施設等の耐震化等の促進

国土交通省
・住宅・建築物 ２，５６８億円（※）の内数 （８７６億円の内数）
防災・安全交付金 １１，２９３億円（※）の内数 （８，５２９億円の内数）

耐震改修のイメージ

こども家庭庁
・就学前教育・保育施設整備等

９９１億円（※）の内数（２９６億円の内数）

厚生労働省
・社会福祉施設等
（障害福祉施設 介護施設）

 ２１６億円（※）の内数 （７５億円の内数）

●災害時のエネルギー供給確保及び緊急物資の受入
拠点の機能確保

経済産業省
 調査 １．９億円（１．４億円）
 補助 ６．０億円

●一般廃棄物処理施設の防災機能の向上

環境省 １，７３７億円 （※）（５３８億円）
内閣府 ３１億円（※） （１２億円）
国土交通省 １５２億円（※）（２５億円）

市町村が整備する一般廃棄物処理施設に対して支援することで、災害時において、施設
の機能停止を回避し、大量に発生する災害廃棄物を遅滞なく処理するなど迅速な復旧復興
を可能とする体制を構築するとともに、平時において生活環境保全・公衆衛生向上を確保し、
地域の安全・安心の向上を図る。

25注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。 （※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。

老朽化及び対策不足
のため、災害時の事
故リスクが懸念され

ている施設の整備

「盛土」を行い施設全
体を周辺地盤より嵩上
げすることで施設への
浸水被害を回避

・L2クラスの津波による
浸水被害が想定される
製油所等において、必
要な対策や当該対策を
講じるべき場所等に関
する調査を実施した上
で、津波漂流物対策施
設を整備する。



（４）災害時における事業継続性確保を始めとした官民連携強化

●密集市街地等の改善に向けた対策の推進

国土交通省 ２，５６８億円（※）の内数（８７６億円の内数）
 防災・安全交付金 １１，２９３億円（※）の内数（８，５２９億円の内数）

26

避難地の確保
・避難場所の整備

避難路沿道の不燃化
・道路等の整備
・沿道建築物の不燃化
・沿道の耐震化

街区内部への建物更新の連鎖
・共同建替えによる不燃化
・老朽建築物等の除却
・空地等の整備

市街地再開発事業の活用
・公共施設の計画的整備や建物更新等

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。 （※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。



（５）地域における防災力の一層の強化

●学校における防災教育の充実

文部科学省 ３．８億円（３．２億円）

AR・VRを活用した
防災教育の実践

学校安全指導者研修会

（非構造部材の耐震対策）

文部科学省 学校 ３，８８７億円（７１４億円）

外壁の全面的な脱落事例

（空調設置） （バリアフリー化、トイレの洋式化）

左：エレベーター、右：多目的トイレ体育館への空調設置

避難所にもなる学校施設の防災機能強化（トイレ・空調設備等の整備、
バリアフリー化等）や老朽化対策等による、耐災害性強化を推進する

●地域の貴重な文化財を守る防災対策

国民の財産である文化財について、

・構造の安全性を保持するための適切な周期での必要な保存修理・耐震診断・耐震対策
工事
・防火性向上のための消火栓･放水銃等防火施設の整備
・石垣等の地盤崩落防止措置等
を行うことにより、当該文化財への被害を軽減するとともに、見学者等の安全を確保する。

文部科学省 ５４０億円（２６９億円）

放水銃点検（国宝 松江城天守） 展示スペースの耐震化
（旧集成館機械工場）

●避難所や教育の現場となる学校等の耐災害性強化

27

●災害派遣医療チーム（DMAT）の養成

厚生労働省 １３億円の内数
（１２億円の内数）

災害発生時や新興感染症まん延
時に必要な医療提供体制を支援す
る災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の
養成を行うとともに、ＤＭＡＴ事務局
の体制を強化する。

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。 （※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。



（５）地域における防災力の一層の強化

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。

環境省 ６１億円（２０億円）

令和６年能登半島地震で
機能発揮した太陽光発電設備（珠洲市役所）

公共施設等への再生可能エネル
ギー設備等の導入を支援し、平時
の脱炭素化に加え、災害時にもエネ
ルギー供給等の機能発揮を
可能とする。

●避難施設・防災拠点への再生可能エネルギー・蓄エネルギー・
コージェネレーション等の災害・停電時にも活用可能な自立分散
型エネルギー設備の導入推進対策

●災害ボランティア等の多様な主体との連携

令和12年度までに全都道府県で災害

中間支援組織を立ち上げるための支援
を行うとともに、被災者援護協力団体登
録制度を運用し、民間団体のデータベー
ス化やネットワークの構築を図る。
また、令和17年度までに全市区町村で

の開催を目指して、避難生活を支援する
人材育成の研修を実施する。加えて、自
治体等と連携するNPOなどの活動経費
を補助する。

内閣府 ０．９億円（※）（０．９億円）

写真提供：JVOAD

被災地における災害中間支援組織による
ニーズ把握、情報収集の様子

28

国土交通省 ２０億円（※）の内数（０．３億円）

・持続可能な建設業の実現に向けて、働き方改革の更なる推進を図るため、工期設定に関
する実態調査や工期の適正化のための周知・啓発に係る事業を実施。
・技能者の処遇改善に向けて、「労務費に関する基準」の実効性確保策を行うとともに、規
制逃れを目的とした一人親方化防止、適正な一人親方と建設企業の適正な取引環境の整
備等の諸課題への対策を実施する。

●防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進

・リーフレットによる周知  ・事業者
・一人親方向けの 説明会の実施 等

工期の適正化に向けた
リーフレットによる周知

国土交通省
防災・安全交付金  １１，２９３億円（※）の内数（ ８，５２９億円の内数）

国営公園等事業 ８４億円（※）の内数（７１億円の内数）

都市公園において、インフ
ラ長寿命化計画に基づく老朽
化対策を進め、予防保全型管

理への移行を図る。また、老
朽化対策を着実に実施するこ
とで、発災後の避難地や防災
拠点としての機能を確保する。

施工前 施工後

受変電設備の更新による電力供給機能の確保

●都市公園の老朽化対策

（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。



（５）地域における防災力の一層の強化

・国際機関と連携した「世界津波の日」の普及啓発活動等を推進
・自然災害に脆弱な低所得国等における津波防災訓練や研修等の実施

外務省 ５７億円（２７億円）

●「世界津波の日」を含む防災への意識向上のための普及啓発活動等
農林水産省 ８２１億円（８０８億円）

地域
住民

農業者

自治会

ＰＴＡ消防団

都市
住民

ＮＰＯ

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

多様な主体での
組織構成

「田んぼダム」の取組 災害時の流木の回収・処理

農山漁村における地域共同による地域資源の維持管理

侵入竹の伐採・除去

●農山漁村コミュニティの維持・活性化

●避難所の生活環境改善対策とそのための備蓄

避難生活環境の抜本的な改善のため、
地方自治体によるトイレ・パーティションな
どの資機材の備蓄やプッシュ型支援の迅
速化に向けた分散備蓄の推進、災害対
応車両登録制度について、広域的な被害
発生時において、円滑な制度運用を行う
ための車両検索システムの改修を行うと
ともに、普及・啓発等を行う。

内閣府 ２．８億円（※）（１．５億円）

注： （ ）内は、令和８年度当初予算額。

備蓄物資（パーティション）

災害対応車両（トイレカー）
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各種の大規模災害を想定し
災害発生時における自衛隊の
災害対処能力の維持・向上及
び関係機関等との連携要領等
の確立を図る。

防衛省 ２．３億円（１．１億円）

自衛隊統合防災演習における派遣準備（資材積載）訓練の様子

●自衛隊統合防災演習の実施
（自衛隊統合防災演習、日米豪共同離島等統合防災訓練）

国際機関と連携した津波避難訓練の様子「世界津波の日」2025高校生サミットin仙台の様子

（※）所要額を計上しているもののほかに事項要求するものがある。
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